（連合）政策ニュースレター第404号

引き続き保育の必要性の認定や確認制度等の議論

子ども・子育て会議（第７回）報告

連合政策ニュースレターより、標記内容についての報告がありましたので、以下の通りお知らせいたします。

　子ども・子育て会議の第７回会合が2013年10月３日、中央合同庁舎内会議室で開催され、保育の必要性の認定や確認制度に関する議論と、次世代育成支援対策推進法の延長等の検討に関する報告が行われた（連合委員の菅家副事務局長は欠席）。

１．保育の必要性の認定について

　保育の必要性の認定について、事務局より第３～６回会合における議論等を踏まえた修正案が提案され、年末までのとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　委員からの主な発言は以下のとおり。

•事由について、求職活動やボランティアも重要な視点である。

•優先利用について、低所得者への配慮はその他の事由に入ることになると思うが、消費税率引上げも考慮し、共働き世帯をつくることが必要。

•１号認定の利用手続きについて、一度幼稚園側に払って後日補助をもらう形式は利用者の負担のため、一時的な負担もないようにすべき。

•財政基盤や保育者の確保等、行政側が障がい児を受け入れるための国や地域の支援は厚くすべき。

•利用調整について、兄姉が在籍している場合や卒園児の弟妹の優先利用についても保護者との信頼関係が構築されていることから検討すべき。

•新制度における利用手順において、申請の前に施設の認定区分それぞれの募集期間を設けることで利用者支援、保護者への情報提供を行うべき。

•「児童虐待やＤＶのおそれのあるケース」の事由は、親子が孤立していて子どもに適切な働きかけがなく就学年齢を迎える事例がある。市町村の責任で養育環境の課題がある子どもを保育へつなぐなどの配慮も必要。

•保育の必要性の認定について、自治体が考えるべき課題は障がい児に対する対応で、就労等を基本としつつ、応諾義務による事業者の過度な負担とならないような配慮を自治体が責任を持って行うべき。

•育児休業取得時の保育所に入所している児童への対応も重要。児童福祉法上の観点から継続入所、あるいは一度退所する場合でも優先利用の枠を活用すると明示されているが、このような柔軟な対応が望ましい。

•認定証について、記載事項の利用者負担額は利用者の所得に直結する情報のため、個人情報保護の観点で慎重な対応が望まれる。３年間の有効期間も所得により毎年変動するため、自治体の事務的な作業が必要。

•優先利用について、子どもの優先が最も大事だが、保育の利用を希望する保育士等の子どもの優先利用はしっかりと明記すべき。

•保育士の優先利用について、障がい児の領域や社会的養護の分野でも保育士が活躍しており、そこでも保育士不足が深刻な問題。

•保育士の優先利用により、その保育士が子どもを預けている保護者と同等の立場となることから、保護者の立場に関する理解が促進され、保育の質の向上につながることが期待できる。

•障がい児の受け入れについて、児童一般施策における受け入れを一歩進めるためにも事由の一つとして記載してほしい。

•障害者総合支援法の趣旨に沿って一般施策においてできる限り障がい者の地域生活支援をはかっていくために、平行通所できる仕組みを考えていく必要がある。また、障がい児の保護者の仕事、社会参加と子育ての両立をはかる施策を推進してほしい。

•障がい児保育財源が一般財源、放課後児童クラブが特別会計、特別支援教育が教育環境の一般会計と３つに分かれているが、今後財源統合に向けて検討を進めてほしい。障がいや虐待、アレルギー等の子どもたちについては基準単価を上げる方向で検討してほしい。

•保育サービスを受けられない在宅重症児や難病の子どもたちに一定の時間保育を届ける施策を考えてほしい。訪問保育があってもよい。

•障がい児の分野で放課後等デイサービスが広がっていることで、放課後児童クラブ、放課後子ども教室の障がい児の受け入れが減少している。

•一時預かり事業について短期間でも可能といった幅広いニーズに応えられる仕組みづくりや、事業者への財政支援などの検討をお願いしたい。

•保育短時間の下限や現行制度との関係の整理については現在保育所に入所している児童への配慮をお願いしたい。

•保育短時間の下限について、幼稚園利用世帯の保護者にも一定の就労時間就労している利用者がいる中で、保育時間に関わらず幼稚園での保育を希望する人が利用できるような配慮が必要。

•保育は量的拡大だけでなく、質的向上も併せて求めてきたはず。保育者がより長期的に経験を積むことが保育の質的向上の鍵であるということは国際標準。安定して専門家として養成し、働き続けられる仕組みをつくることが大事。保育士だけでなく、幼稚園教諭、保育教諭についても公平性、保育の質的向上の確保の観点から労働の穴埋めでなく、専門家の育成という観点で優先枠を考えてほしい。

２．確認制度について

　確認制度について、事務局より第３～６回会合における議論等を踏まえた修正案が提案され、年末までのとりまとめに向けて引き続き議論が行われた。

　委員からの主な発言は以下のとおり。

•情報公開の項目について、常勤・非常勤だけでなく、有期契約・無期契約、派遣職員の区分が必要。また、バリアフリーや広い意味での環境、研修の状況、職業倫理の策定の有無といった項目も設けるべき。

•予防接種の有無の情報があったら保護者が助かる。

•事故隠しがあった場合のペナルティをつくるべき。

•定員超過の場合、質の高い教育・保育のためには利用定員は認可定員の範囲内とすべき。幼稚園においては短時間労働の保護者もいるので、実態を十分に認識し、利用者の希望や施設選択を尊重し運用してほしい。

•前年度の施設会計の情報公開について、各施設に市町村や国から資金が投入されているので外部監査も受けるべき。

•定員割れの情報公開について、事故防止の観点から、認可基準・運営基準の中で論議しなければ廃園になってしまう施設も出てきてしまう。

•定員超過の場合、認定区分ごとの定員を定めても、施設内での弾力的対応は必要。

•不適切な事業者の参入を事前に阻む効果を視野に入れる必要がある。

•保育の世界が事前規制から事後規制に変わっていくことを見据えた時に質の低下を阻むことを担保する仕組みもポイントになる。

•情報公開について、ＯＥＣＤが統合し、標準情報として出して国際標準で使用しているのは常勤・非常勤である。

•情報公開の方法について、３年ごとではなく１年ごとが適切。

•情報公開について、保育士の経験年数については保護者が保育の質を判断する目安の一つとなる。正規・非正規も処遇改善につながる。

•情報公開の方法については施設での掲示を認め、インターネットでの公開は各自治体がまとめて行うなど方法の検討も必要。

３．その他

　事務局より次世代育成支援対策推進法の延長等の検討に関する報告が行われた。

　次回会議は、第６回子ども・子育て会議基準検討部会が2013年10月18日に開催される。

以上
